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1. はじめに 

危険物施設での火災では出火原因として静電気放電が 15％～20％あり、大きな割合を占

め、原因の 1 位となっている年も多い。引火性液体や可燃性のガス・粉体の最小着火エネル

ギーを静電気放電のエネルギーが超えると着火の可能性が出てくる。ここでは、火災現場で

観察や測定するべき場所と測定方法、再現実験とその時の測定方法などについて紹介する。 

静電気放電による火災を想定すると、まずは帯電するものを見つける必要があるため、金

属や人体の漏洩抵抗等を測定し帯電が実際に発生するのかをまず確認する必要がある。次

に、静電気放電が最小着火エネルギーを超えるエネルギーを持つのかを確認する必要があ

り、導体間の火花放電では導体間の電位差と静電容量が、絶縁物と導体間では放電電流の計

測が必要となってくる。 

 

2. 用語について 

本マニュアルの中で出てくる用語について解説する。（あいうえお順） 

 

（１）印加電圧 

試料の物理量を測定する際、試料に対して加える電圧のこと。例えば、抵抗測定のときに

数 V から 1000V の電圧をかけるが、この電圧のことをいう。 

（２）緩和時間 

 帯電した物質の電荷がアースなどに逃げると電位が下がるが、この時、電位が１/ｅまで

下がる時間を緩和時間という。１/ｅのｅはネイピア数といい、ｅ＝2.7182818…という数に

なる。１/ｅは約 36.8％である。 

（３）サンプリング間隔 

連続してデータを記録する時、ある時間間隔でデータを読取り保存していく。電流や電圧

の変化を１秒ごとに記録する場合のサンプリング間隔は１秒となる。 

（４）終端抵抗 

信号の不要反射を防ぐために高周波信号のエネルギーを消費させるために配線の終端に

取り付ける抵抗器のこと。 

（５）静電電位計 →表面電位計 

（６）静電容量 

導体間で電気をためられる能力のこと。水を入れる容器で例えると、容器の水平断面積に

あたる数値で、コップは静電容量が小さく、ドラム缶は大きい、となる。単位はＦ（ファラ

ッド）。静電気火災の分野で扱うのはｐＦ（ピコファラッド）程度で、ピコは１０－１２であ

る。電気をためる部品としてコンデンサがあり、コンデンサの容量もＦ（ファラッド）であ

らわされる。静電容量は導体間に現れる量で、導体が大きいときや導体同士が近いときに大

きな値となる。 

（７）絶縁抵抗計 
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テスターやマルチメータと違い、250Ｖ、500Ｖ、1000Ｖなどの高電圧をかけて抵抗を測

定できる測定器である。静電気帯電は数 kV の電圧になるため、高電圧をかけられる絶縁抵

抗計は、漏洩抵抗の測定に適している。マルチメータやテスターなどは測定可能な抵抗の上

限が数十ＭΩ～500ＭΩであるが、絶縁抵抗計は 2000～4000ＭΩまで測定できる。 

（８）絶縁物 

電気がほとんど流れない物質である。理科年表（2002 年）を参考にすると、体積抵抗率

が 10 7Ωｍ以上の物質である。静電気の分野では、10 7Ωｍ以下は電荷の拡散性を持つもの

と解釈され、アースとつながっていれば帯電しない物質（導体）となる。 

（９）接地端子 

大地との接地抵抗が確認されているアース用の端子のこと。工場のフロア内にある場合

も多い。 

（１０）接地抵抗 

電気設備の接地抵抗としては数Ω～100Ω程度を、低い印加電圧で測定する。静電気分野

では接地抵抗を電荷が逃げる漏洩抵抗としてとらえるため、数百Ｖ～1000Ｖの印加電圧で

測定することが望ましい。静電気火災の調査で人体の接地抵抗を測るという場合は、漏洩抵

抗を測ることである。 

（１１）測定治具 

試料の物理量（体積抵抗率、誘電率など）を求める際に、測定器で測定しやすいように試

料をセットする器具のこと。 

（１２）体積抵抗率 

物体が単位体積あたりに持つ抵抗値のこと。単位はΩｍ（オーム メートル）である。例

えば、１辺が１ｍの立方体の向かい合う面に１ｍ角の電極をそれぞれ貼り付け、この電極間

で測定される抵抗値をいう。抵抗率というと体積抵抗率を指すことが多い。表面抵抗率もあ

る。 

（１３）帯電 

物質がプラスやマイナスの電気を帯びること。マイナスならマイナスの電荷を持った状

態となり、電位計で測定するとマイナス○○V（ボルト）となる。 

（１４）抵抗 

電気の流れにくさを表したもの。単位はΩ（オーム）である。５Ｖの電位差を抵抗器にか

けたとき、１Ａ（アンペア）の電流が流れたら、抵抗は５Ω（＝５［Ｖ］÷１［Ａ］）であ

る。 

（１５）電位 

無限に遠い点を０Ｖ（ボルト）としたとき、ある電荷がもつポテンシャルエネルギーのこ

とで、単位はＶ（ボルト）である。帯電していると電位が現れる。無限に遠い点を０Ｖと考

えるのと、ある電荷や帯電した物に比べて圧倒的に多くのプラスとマイナスの電荷を持つ

巨大な地球を変動の少ない０Ｖと仮定することと同じと考えると、現実的な０Ｖをアース
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とする場合が多い。 

（１６）電位計 → 表面電位計 

（１７）電位差（電圧） 

複数の物体があるときに、どちらかの電位を基準としてもう一方の物体の電位とどのく

らいの差があるかを表したもの。単位はＶ（ボルト）である。電位差（電圧）があることに

より、電流が流れたり、放電が起こったりする。 

（１８）電荷 

電荷の単位はＣ（クーロン）である。電気的にゼロの状態の原子に、マイナスの電子が一

つ加わると原子はマイナスの電気を帯びる。この状態がマイナスの電荷になった状態であ

る。電子が一つ抜けるとプラスの電気を帯びるので、これがプラスの電荷になった状態であ

る。最小の電荷の大きさは電子 1 個分の電荷の変化である。電子１個の電荷量は

−1.602176634×10−19 C である。 

（１９）電流 

 電荷が移動する状態またはその量を表す。単位は A（アンペア）である。１秒間に１C（ク

ーロン）の電荷が流れると１A となる。 

（２０）導体 

電気抵抗が小さく、電気が流れやすい物質のこと。一般的な電気回路では数 kΩでも抵抗

器として扱われるが、静電気分野では 106Ω～108Ωまでは導体の扱いとなる。この抵抗値

（106Ω～108Ω）でアースにつながっていれば、たまっていた静電気が千分の 1 秒より短時

間でアースに流れてしまうため、帯電を維持できないからである。 

（２１）導電（コンダクタンス） 

電気の流れやすさを表し、抵抗の逆数である。単位はＳ（ジーメンス）（＝1/Ω）である。 

（２２）導電率 

単位体積あたりの電気の流れやすさを表す。体積抵抗率の逆数である。単位はＳ/ｍ（ジ

ーメンス パー メートル）である。 

（２３）入力インピーダンス 

直流の時の抵抗に相当する、交流に対する抵抗をインピーダンスという。入力インピーダ

ンスは測定器の入力端子部分に関する要素で、入力インピーダンスが高いと測定器内に電

流が流れ込みにくくなるので、より高い抵抗の測定が可能になる。 

（２４）比誘電率 

その物質が持つ誘電率が、真空の誘電率と比較したとき、何倍になるかを表した数字であ

る。１以上の値となり、単位はない。空気は1.00059、水は80.36、エチルアルコールは24.55、

灯油は 2.2、テフロンは 2.1 などとなっている。 

（２５）表面抵抗率 

物体が単位面積あたりに持つ抵抗値のこと。単位はΩ（オーム）である。1 辺が１ｍの正

方形の物体表面があるとき、正方形の向かい合う 2 辺に長さ１ｍの電極を辺全体に貼り付
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け、この電極間で測定される抵抗値をいう。物体表面を通じて電荷がアースに逃げやすいか

どうかの検討材料となる。 

（２６）表面電位 

静電気が溜まっている物質の表面の電位のこと。入力インピーダンスの低いマルチメー

タやテスターなどの電圧モードでは測定できないので、入力インピーダンスの高い表面電

位計や静電電位計を用いて測定する。 

（２７）表面電位計 

物質の表面の電位を測る測定器のこと。接触型と非接触型があるが、一般的には非接触型

の測定器を用いる。測りたい面に対して測定器ごとに決められた距離（5cm、10cm など）

を離してセンサー部を向ける。測定器のアースは確実にとる。接触型は静電電位計といわれ

るもので、測定対象物が導体の場合に使える。 

（２８）プローブ 

抵抗、静電容量などの電気的な計測を行う際に、測定器の入力端子と試料をつなぐケーブ

ルのこと、または、試料の端子部分に触れる部分のこと。 

（２９）誘電率 

電気を通しにくい絶縁物が持つ性質を表したもの。電位差を与えると絶縁物の表面にわ

ずかだがプラスやマイナスが現れる。この現れる度合いを誘電率という。単位はＦ/ｍ（フ

ァラッド パー メートル）である。なお、物質の誘電率の基本となる真空の誘電率は

8.8541878128×10- 12Ｆ/ｍである。物質の誘電率は、比誘電率と真空の誘電率を掛け合わ

せた値になる。 

（３０）漏洩抵抗 

たまった静電気がアースに逃げやすいかどうかの判断基準として測定する導体とアース

間の抵抗のこと。マルチメータなどの抵抗測定でＯ．Ｌ．（オーバーロード）表示になった

場合には絶縁抵抗計の 500Ｖ、1000Ｖの印加電圧で測定し確認する。一般的な環境では 108

Ω以下であれば帯電せず、安全である。また、109Ω以上の抵抗値が測れる測定器を用いる。 

 

3. 現場での観察 

火災原因として、高温の熱面、電気火花、衝撃火花などの静電気放電以外の要因をできる

だけ否定し、静電気放電の可能性が高いことを確認する。静電気放電の痕跡は残らないので、

できるだけ出火場所の特定に至るよう、状況、証言を確認しておくことは重要である。静電

気放電は、可燃範囲にあるガス、ミスト、粉じんに対して着火源となり得るが、粉じんでな

い固体に対しては着火源とはならない。 

静電気放電により着火したと疑われる場所で、帯電する物、帯電の起こる工程や作業、接

地されていない導体を見つける作業を行う。粉体や液体は移送すると帯電が起こるので、こ

れらが貯蔵された時の液面や貯まった粉体の上面の電位を検討する必要がある。 
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4. 静電気帯電が起こる条件の確認 

静電気放電による火災が発生したとすると、静電気により帯電した物があり、どこかで放

電が起こらないといけない。現場で使用していた物質が帯電を起こしやすいのか、接地され

ていない導体はあるのか、を確認していく。 

ここでは静電気帯電が起こりやすい条件を満たしているかを確認するための測定につい

て紹介する。 

4.1 帯電しやすい物質かどうか 

現場の工業生産工程などで取り扱っていた固体や液体が、こすれる、流れる、剥がれ

る、噴射するなどしたときに帯電しやすい物質であるかどうかを判断する必要がある。静

電気により発生した電荷が逃げやすい物質なのか、そうでないのかを見分ける指標として

電荷の緩和時間を用いる。緩和時間 𝜏 [s]は体積抵抗率 𝜌 [Ωm]と誘電率 ε [F/m]から 

𝜏 = 𝜀𝜌                 (1) 

と計算できる。この緩和時間がおよそ 1 秒を超えてくると、絶縁性の物質である 1)。ここ

で用いる物性値の測定について述べる。 

(1)体積抵抗の測定 2) 

 物質の体積抵抗は図 1のような電極構成で測定する。シート状の物であれば主電極と対

向電極の間に試料を挟む。試料の表面を流れてしまう電流を除去するためにガード電極を

設ける。 

 

図 1 体積抵抗を測定する際の電極構成 

 

体積抵抗率を求めるには試料の厚さを測らなければならない。我々は、厚さを測る際に

試料を挟む圧力を設定できるデジタルマイクロメータを用いている。 

主電極の半径を r1 [m]、ガード電極の内径を r2 [m]、試料の厚さを d [m]とすると、体積

抵抗率 𝜌𝑣 [Ωm]は測定した体積抵抗値 𝑅𝑣 [Ω]を用いて、 

A

主電極

対向電極
ガード電極

試料

ｒ１

ｒ2 +

d
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𝜌𝑣 = 𝜋 (
𝑟1+𝑟2

2
)

2
𝑅𝑣/𝑑          (2) 

で求まる。 

シート状の物は図 2のような測定治具を用いている。主電極の上にシート状の試料を載

せ、対向電極を被せて測定する。 

図２ シート状試料の体積抵抗を測定する治具 

 

粉体の場合、電極構成は同じであるが、図 3のような粉体を入れるスペースを持つ治具

を用いて測定する。この測定治具では、粉体を挿入するスペースの厚さは 10 mm であ

る。体積抵抗率の計算は式(2)を用いる。電極の構成は、図 1に示したシート状の物の測定

と同じである。 

 

図３ 粉体試料の体積抵抗を測定する治具 

 

液体の場合、図 4にあるような円筒電極を用いて測定する。中心電極の半径を 15.35 

mm、外筒電極の内径を 25.25 mm、液体を入れる深さを 79.2 mm（=100 mL）とする

主電極

対向電極

ガード電極

主電極

対向電極

ガード電極

被測定物を挿入
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と、電極係数 k は、 

𝑘 = 2𝜋 × 0.0792/ln (25.25/15.35)    (3) 

で求まり、k = 1 [m]となる。体積抵抗率 𝜌𝑣 [Ωm]は、 

𝜌𝑣 = 𝑘𝑅𝑣               (4) 

となる。この円筒電極で測定した場合、抵抗値がそのまま、体積抵抗率となる。中心電極

と外筒電極間に、例えば 10 V～100V を印加して測定する。 

 

図４ 液体試料の体積抵抗を測定する治具 

 

静電気の分野では高抵抗の物質を測定する場合が多いため、測定器は抵抗の測定範囲が

1013 Ω以上で、測定時の印加電圧は数百 V 以上が可能なものを選ぶ。一般的な絶縁抵抗

計は、印加電圧は 1000 Ｖが可能なものが多いが、抵抗の測定範囲は広いものでも、2000 

ＭΩまたは 4000 ＭΩまでしか測定できないため、物質の抵抗率を測定する場合には不十

分な場合が多い。より高抵抗が測定できる図 5に示すような測定器を用いる必要がある。 

図５ 高抵抗を測定できる測定器の例 

外筒電極

中心電極
蓋

超高抵抗微少電流計

最大印加電圧 1000 V
抵抗測定範囲 ～1017 Ω
電流測定範囲 10-15 A～
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(2)誘電率の測定 

 物性値としてハンドブックや便覧に記載されている場合は、その値を採用するのも一案

である。粉体や混合物の場合、空隙の量や混合の成分や割合が一定ではないので測定してみ

ないと分からない。粉体の場合であれば、図 3の電極を用いて、粉体を入れる前と入れた後

での静電容量の変化分から誘電率を求める。静電容量は、電極の面積 S [m2]に比例し、距離

d [m]に反比例し、電極間の物質の誘電率 𝜀  [F/m]に比例する。以上の関係は式(5)のように

なる 3)。 

𝐶 = 𝜀
𝑆

𝑑
                (5) 

電極の構成が同じであれば S と d は同じである。模式的に書くと図 6 のようになる。電極

間の物質の誘電率の違いがそのまま静電容量の違いとして求められるので、静電容量を測

定することによって、電極間の物質の誘電率を推定できる。液体の場合も考え方は同様で、

円筒電極で測定物質を入れた場合と入れない場合の静電容量の変化によって、誘電率を推

定できる。図 3 及び図 4 の治具を用いて静電容量を測定した場合、主電極と対向電極が同

一形状でないことや、中心電極と外筒電極の間を被測定物で満たしているわけではないの

で、正確な値とはならないため、あくまで参考値として扱ってほしい。なお、誘電率は、物

質固有の比誘電率（真空を 1 としたときの倍数）と真空の誘電率（8.854×10-12 F/m）をかけ

あわせたものである。 

 

図６ 静電容量と誘電率の関係 

 

4.2 帯電しやすい状態（作業環境）かどうか 

 帯電することが予想される装置の部分や道具、物質、人体などが静電気を溜めやすい状態

であるのかどうかを判断する必要がある。帯電する物が導体であれば、発生した電荷が大地

に逃げ易いかどうかの目安となる漏洩抵抗と、帯電する物と大地間の静電容量を確認する

必要がある。ここでも電荷の緩和時間を用いるが、緩和時間 𝜏 [s]は、漏洩抵抗 𝑅 [Ω]と静

距離 d

面積 S

空気（誘電率 εa） 試料（誘電率 εs）

静電容量
Ca = εaS/d

静電容量
Cs = εsS/d
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電容量 C [F]から求める。 

𝜏 = 𝑅𝐶                (6) 

ここでもおよそ 1 秒を超えてくると、静電気の溜まりやすい環境となる。ここで用いる値の

測定について述べる。 

(1)漏洩抵抗の測定 

 静電気放電が起こったと推測される状態があるのであれば、その状態を再現して、導体の

漏洩抵抗を測定する。導体と大地間で測定ができれば一番良いが、建物上階などの場合には

測定ができない場合がある。そのときは、大地との接地抵抗が明らかになっている接地端子

などを利用する。測定には、接地抵抗計、絶縁抵抗計が利用できる。接地抵抗計で測定でき

る抵抗値であれば、十分接地がとれているし、108Ω（＝100MΩ）程度ならば、静電気的に

は接地が取れているといえる。しかし、接地抵抗計で測定して「O.L.」だからといって静電

気的に絶縁の状態となっているとは言えない。接地抵抗計やマルチメータ、テスターなどは、

印加電圧が低く、測定範囲が数十 MΩ～500MΩ程度なので、十分絶縁であるとは言えない。

例えば、漏洩抵抗 100MΩ、静電容量 100 pF とすると、式(6)に当てはめると緩和時間は 0.01

秒となり、十分電荷緩和に寄与できる。マルチメータなどで「O.L.」表示となった場合は、

絶縁抵抗計を用いて、印加電圧を高くして測定する。絶縁抵抗計でも「O.L.」表示になるの

なら 2000 MΩまたは 4000 MΩ以上ということになり、絶縁された状態に近いと考えられ

る。しかし、例えば、漏洩抵抗 5000 MΩ、静電容量 100 pF とすると、緩和時間は 0.5 秒と

なるが、現場の状況（例えば、作業動作や物の移動速度がゆっくりしている、など）によっ

ては十分電荷の緩和が行える時間に相当する場合もあるため、「O.L.」表示なら絶縁、と言

い切れない場合があるので注意が必要である。 

 実際に作業者が身に着けていた安全靴や手袋、衣類などが、どの程度の導電性を持ってい

るかを確認する方法の例を示す。身に着けているものが絶縁性の高い製品だと、発生した静

電気を逃がしにくくなり、人体の帯電が緩和されないことになる。 

 安全靴については、機能について JIS で決められているが、中でも静電気帯電の防止機

能については JIS T8103（静電気帯電防止靴安全靴）で性能、測定方法等が示されている。

ここでは、図 7のような機材で簡易的に静電気帯電防止性能について確認する方法を示

す。人体に貯まった電荷を大地に逃がす性能として靴底の導電性を確認する。図 8のよう

に、人が足を入れる側の底と地面に着く側とにシート状の電極を置き、人が靴に足を入れ

て体重をかけ、絶縁抵抗計を用いて印加電圧 1000 V で抵抗を測る。シート状の電極で靴底

の素材を挟む形で測定する。安全のため、もう片方の足は絶縁性の高いテフロンシートな

どの上などに置き、足の中を通じての感電を防ぐ。静電気帯電防止の安全靴の場合、抵抗

は数 MΩ程度になる。実際の現場でどの程度の大地への漏洩抵抗があるかを調べる場合、

靴底に敷いたシート電極に接続したプローブをアースに接続し、漏洩抵抗を測定する。 
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図７ 絶縁抵抗計とシート状電極係 

 

 

図８ 靴底の導電性を確認する方法の例 

 

手袋生地に対する測定では、図 9のようにひとつのシート電極を手袋の内側に入れ、もう

１枚を手袋の外側に置いて、手袋生地を電極で挟むようにする。電極が重なる部分を押さえ

つけて抵抗を測定する。こちらも絶縁抵抗計を用いて印加電圧 1000 V で測定する。 

 

 

 

絶縁抵抗計

アルミシート電極

安全靴絶縁抵抗計

アルミシート電極
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図 9 手袋の導電性の確認方法の一例 

 

 衣類や靴下の導電性の確認も簡易的には手袋と同じようにシート状電極で生地を挟むよ

うにして測定する。 

 

(2)静電容量の測定 

 人体や機械、道具などの導体間で放電した場合を仮定すると、放電エネルギーを推定する

ために、その導体間の静電容量を知る必要がある。静電容量は式(5)のように、電極の面積と

電極間距離によって変化する。放電が起こったであろう状況に近い状況を現場で再現し、導

体間の静電容量を測定する。静電容量の測定には、LCR メータを用いるのがよいが、精度

は落ちるがマルチテスターでも計測は可能である。測定対象とする導体に接続するプロー

ブとプローブの配線も導体のため、数 pF～数十 pF ほどの静電容量を持っている。現場での

測定対象が人体や器具なので静電容量が 100 [pF]程度の大きさのため、プローブ配線の静電

容量の影響が大きい。図 10にプローブと配線、対象物の静電容量のつながり方を回路的に

示す。プローブ、配線、対象物は図 10のように並列に接続されている状態になるので、こ

れら個々の静電容量が加算されて全体の静電容量として測定される。放電が起こったであ

ろう状況を再現し、プローブを導体につなげる直前の状態で静電容量𝐶𝑝 [F]を測定し、プロ

ーブと配線の静電容量を記録する。次に、プローブを対象物に接続して静電容量𝐶𝑡 [F]を測

定する。対象物の静電容量 C [F]は 

𝐶 = 𝐶𝑡 − 𝐶𝑝              (7) 

で求まる。 

 

 

手袋

絶縁抵抗計

アルミシート電極
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図 10 静電容量の測定例 

 

(3)帯電電位の測定 

 対象物の表面電位は非接触の表面電位計で測定するのが一般的である。導体も絶縁物も

どちらも測定が可能である。図 11の上の写真のようにセンサー部を対象物に装置規定の距

離まで近づけて測定する。対象物の点の電位を測定しているわけではなく、測定器の持つ視

野角の中の平均が測定できる。 

 

図 11 電位測定の例（上が非接触型測定器、下が接触型測定器） 

LCRメータ

全体の
静電容量Ct

Ct ＝Cp＋C

プローブ、配線の
静電容量

対象物の
静電容量

配線 対象物

Cp C

プローブ

表面電位計

被測定物 アース線

非接触型

接触型

静電電位計 被測定物
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表面電位なので、直流電圧が測れれば帯電電位が測れるかと思われるかも知れないが、静

電気は電圧の割に電荷量が少ないため少しの電荷減少（漏洩）でも電圧が下がってしまい測

定できない。そのため、入力インピーダンスの小さい一般的なテスターでは測定ができない。

接触型での測定では、図 11の下の写真のような静電電位計を用いる場合があるが、これは

対象物が導体に限られ、わずかであるが電荷を測定器内に取り込むため帯電の状態が変化

する。災害現場では、導体と絶縁物の両者が測定対象となるので、非接触型の測定器が便利

である。 

帯電そのものがどの程度起こるのかを把握するのはなかなか難しい。同じような条件で

の測定結果が文献にあればそれを参考にするのも一案である。しかし、摩擦帯電などでもこ

すり方や材質、表面の状態、湿度などで帯電量は変化してしまう。同じような条件で再現が

できれば、発火当時の状況を模擬できるので、火災が起こった施設と同じ施設が別にあるの

であればその別施設で、それができない場合には、作業だけでも実験室レベルで再現して帯

電の状況を確認する。 

 

5. 放電エネルギーの推定 

 可燃物（ガス、ミスト、粉じんなど）を静電気放電で着火させるには、可燃物の最小着

火エネルギーを超えるエネルギーを静電気放電によって与えてあげなければならない。最

小着火エネルギーは、物質により変わるのは当然として、空気や酸素との混ざり具合（濃

度）、温度、ミストや粉じんの大きさ、などによって変化するため、文献に出ている最小

着火エネルギーを使える場合と、対象の可燃物を測定してみないと分からない場合とがあ

る。 

 帯電電位の測定で、ある程度静電気帯電が起こることが確認できたのであれば、帯電電

位は一桁くらい上下することは想定されるので、高電圧直流電源やイオン発生器で強制的

に高い電位に帯電させて放電させてみる方法も原因特定の手がかりとなる。 

 

5.1 導体間の放電で、片方の導体が接地されている場合 

 図 12のように、大地から電気的に浮いた導体と接地された導体間で放電が起こると、貯

まっていた電荷のほぼすべてが放電により大地に逃げるので、浮いた導体の電位 V [V]、導

体間の静電容量Ｃ [F]、貯まっていた電荷量Ｑ [C]から式(8)のように放電エネルギーW [J]を

推定できる。 

𝑊 =
1

2
C𝑉2 =

1

2
QV =

1

2
𝑄2/C        (8) 

電荷量Ｑ [C] は、電位 V [V]と静電容量Ｃ [F]を掛け合わせて計算できるので、(8)のよう

に変形が可能となる。 
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図 12 接地された導体への導体からの放電 

 

5.2 導体間の放電で、両方の導体が接地されていない場合 

 図 13のような場合を考える。この場合、導体は接地されていないため、放電後に導体の

電位はどちらもゼロにならない。そのため式(8)を当てはめることができない。2 つの導体間

の静電容量 CAB [F]を測定し、放電により移動した電荷量 Q [C]を求め、これらからエネルギ

ーを算出する。 

𝑊 =
1

2

𝑄2

𝐶𝐴𝐵
               (9) 

移動した電荷量は次のように求める。二つの導体それぞれの対地間の静電容量 CA [F]、CB 

[F]と、放電前のそれぞれの電位 VA [V]、VB [V]を測定しておき、導体間で放電させ、放電後

の電位 VAa [V]、VBa [V]もそれぞれ測定する。電荷量は静電容量と電位の積で求まるので、

導体 A と導体 B のそれぞれで、放電前と放電後の電荷量の変化分 QA [C]、 QB [C]を次の式

で求める。 

𝑄𝐴 = 𝐶𝐴(𝑉𝐴 − 𝑉𝐴𝑎)            (10) 

𝑄𝐵 = 𝐶𝐵(𝑉𝐵 − 𝑉𝐵𝑎)           (11) 

QA [C]、 QB [C]は理想的にはほぼ同じになるが実際には違いが出るため、安全側に考え大き

い電荷量の値を採用し、先に測定した CAB [F]とともに式(9)に代入し、放電エネルギーを求

導体Ａ C

V

導体Ｂ

Q
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める。 

 

図 13 非接地導体間の放電 

 

5.3 絶縁物からの放電 

 絶縁物からの放電では、放電によってすべての電荷が逃げるわけではないため、表面電位

計で測れる放電前後での表面電位の変化が少ない。そのため、表面電位の変化から放電エネ

ルギーを求めることができない。エネルギーを求めるには、図 14のように、放電電流をオ

シロスコープで測定し、電流値と終端抵抗から求めていく方法がある。放電電流プローブな

どを用い放電時の電流波形を記録し、瞬間の電流 I [A]、終端抵抗 R [Ω]、サンプリング間隔

t [s]を用いて、瞬間のエネルギーを放電時間分合算していく。瞬間のエネルギーは、電流の

2 乗に抵抗とサンプリング間隔をかけて I 2R t で求め、これを合算していく。例えば、サン

プリング間隔を 8×10-12 s として図 15 のような波形を記録できたとすると、時刻ゼロでの

電流 I と終端抵抗 R から瞬間のエネルギーを I 2R×8×10-12で求める。次に 8×10-12 s 後の電

流から同じように瞬間のエネルギーを求める。これを放電波形全体について計算し、瞬間の

エネルギーをすべて合算して放電エネルギーとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導体Ａ

VA

導体Ｂ

VB

CA CB

CAB
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図 14 絶縁物からの放電電流波形の計測 

 

 

図 15 絶縁物からの放電電流波形の例 

 

6. おわりに 

 静電気放電による火災が疑われる事例で、原因調査の時に行える測定方法について紹介

した。発災時の再現が難しい場合が多いが、現場での測定や実験場での測定について紹介し

た。測定時には専門的な測定器が必要になる場合が多いが、これらを所有している身近な機

関に応援をお願いするなどして、原因に迫っていただきたい。 
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